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立命館大学

平成２６年度
産学連携機能評価報告

ー経済産業省 産学連携評価モデル・拠点モデル実証事業ー
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産学連携機能評価の概要

経済産業省と文部科学省が共同で開発した産学連携機能の総合的評価についての評価指標（共通指標）に基づき、
本学の産学連携活動の特徴を客観的に可視化するとともに、PDCAサイクルを通じて日常の産学連携活動や全体の
産学連携戦略に反映させる取り組みの定着を目的としている。
また、学生の研究活動への参加状況についてもモニタリングを行い、研究活動と教育活動の関わりの度合いを独自
に設定した指標によって評価する。

産学連携機能評価の目的

PDCAサイクル PLAN

CHECK

ACTION DO
産学官連携戦略本部

リサーチオフィス

【開発会議】
毎週月曜開催
／産学連携スタッフ間で情報共有

【自己点検評価活動】
年度単位で、全学の産学連携活動の内容
を振り返り、課題点や改善方針を検証。

【研究高度化中期計画】
5年単位で研究の高度化に関する基本計画
を策定。
【事業計画】
部課単位で年度毎の取組計画を策定。

【産学連携情報データベース】
【知財情報データベース】
共通指標に基づいた定量データ、
産学連携ヒストリー等の定性データを
データベースに蓄積。連携ノウハウの
形式知化をはかる。

【ケース・スタディの実施】
特徴的な連携事例について分析する。【自己点検・評価】

自己評価の結果は報告書にまとめ外部公表する。

【研修会の実施】
産学連携スタッフ向けの研修プログラムや
課題別のセミナー等を開催する。
学外のセミナー等でも事例発表を行う。

ベストプラクティスとして他の産学
連携案件にも横展開をはかる。

産学連携機能の共通指標に加えて、研究活動と教育活動の関わりを可視化するため、研究成果のひとつである発
明案件に着目し、学生の寄与度を独自指標として設定する。また、学生の研究参加の際に課題となる秘密保持をマ
ネジメントする仕組みについても事例研究とモニタリングを行う。

評価の方法
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評価指標による産学連携機能評価①（H２６年度・共通指標）

イノベーションの創出：技術移転（実施許諾）

指標 H25年度 H26年度

技術移転活動の有効性

① 特許権の実施許諾権利数
／特許出願件数 ０．１０９ ０．０８７

② 外国企業に対する特許権の実施許諾権利数
／特許出願件数 ０ ０

③ 特許権以外の知的財産権の実施許諾権利数
／特許出願件数 ０．０５５ ０．０５８

④ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権
の実施許諾権利数／特許出願件数

０ ０．０２９

技術移転活動の効率性

① 特許権の実施許諾契約収入
／（産学連携部門の人件費＋特許関係経費）

０．００４ ０．００４

② 特許権の実施許諾契約収入
／特許出願件数

２０．９８２ １５．２７５

③ 外国企業に対する特許権の
実施許諾契約収入／特許出願件数

０ ０

④ 特許権以外の知的財産権の
実施許諾契約収入／特許出願件数

４１．７２７ ３３．９４２

⑤ 外国企業に対する特許権以外の知的
財産権の実施許諾契約収入／特許出願件数

６．２５５ １２．７５４

技術移転活動の
アウトカムへの繋がり

① 実施許諾した特許権の実用化件数
／特許権の実施許諾権利数

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

② 実施許諾した特許権を実用化した製品・サー
ビスの売上総額／特許権の実施許諾権利数

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

③ 実施許諾した特許権以外の知的財産権の実用化件数／特許
権以外の知的財産権の実施許諾契約件数

０．４２９ ０．２８６

④ 実施許諾した特許権以外の知的財産権を実用化した製品・
サービスの売上総額／特許権以外の知的財産権の実施許諾
契約件数

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ
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評価指標による産学連携機能評価②（H２６年度・共通指標）

イノベーションの創出：技術移転（譲渡）

指標 H25年度 H26年度

技術移転活動の有効性

① 特許権の譲渡権利数
／特許出願件数 ０．２５５ ０．０７２

② 外国企業に対する特許権の譲渡権利数
／特許出願件数 ０ ０

③ 特許権以外の知的財産権の譲渡権利数
／特許出願件数 ０ ０

④ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権
の譲渡権利数／特許出願件数 ０ ０

技術移転活動の効率性

① 特許権の譲渡契約収入
／（産学連携部門の人件費＋特許関係経費） ０．０１７ ０．００６

② 特許権の譲渡契約収入
／特許出願件数

８４．５４５ ２１．９１３

③ 外国企業に対する特許権の譲渡契約収入
／特許出願件数 ０ ０

④ 特許権以外の知的財産権の譲渡契約収入
／特許出願件数 ０ ０

⑤ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権の譲渡契約収入
／特許出願件数

０ ０

技術移転活動の
アウトカムへの繋がり

① 譲渡した特許権の実用化件数
／特許権の譲渡権利数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

② 譲渡した特許権を実用化した製品・サー
ビスの売上総額／特許権の譲渡権利数

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

③ 譲渡した特許権以外の知的財産権の実用化件数
／特許権以外の知的財産権の譲渡契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

④ 譲渡した特許権以外の知的財産権を実用化した製品・サービ
スの売上総額／特許権以外の知的財産権の譲渡契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ
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評価指標による産学連携機能評価③（H２６年度・共通指標）

イノベーションの創出：技術移転（実施許諾【単願のみ】）

指標 H25年度 H26年度

技術移転活動の有効性

① 特許権の実施許諾権利数【単願のみ】
／特許出願件数【単願のみ】 ０．２２２ ０．１０５

② 外国企業に対する特許権の実施許諾権利数【単願のみ】／特
許出願件数【単願のみ】 ０ ０

③ 特許権以外の知的財産権の実施許諾権利数
／特許出願件数【単願のみ】 ０．１６７ ０．１０５

④ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権の
実施許諾権利数／特許出願件数【単願のみ】

０ ０．０５３

技術移転活動の効率性

① 特許権の実施許諾契約収入【単願のみ】
／（産学連携部門の人件費＋特許関係経費）

０．００４ ０．００４

② 特許権の実施許諾契約収入【単願のみ】
／特許出願件数【単願のみ】

６０．５５６ ２５．８６８

③ 外国企業に対する特許権の実施許諾契約
収入／特許出願件数【単願のみ】

０ ０

④ 特許権以外の知的財産権の実施許諾契約
収入／特許出願件数【単願のみ】

１２７．５ ６１．６３２

⑤ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権の
実施許諾契約収入／特許出願件数【単願のみ】

１９．１１１ ２３．１５８

技術移転活動の
アウトカムへの繋がり

① 実施許諾した特許権の実用化件数
／特許権の実施許諾権利数【単願のみ】

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

② 実施許諾した特許権を実用化した製品・サー
ビスの売上総額／特許権の実施許諾権利数【単願のみ】

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

③ 実施許諾した特許権以外の知的財産権の実用化件数
／特許権以外の知的財産権の実施許諾契約件数

０．４２９ ０．２８６

④ 実施許諾した特許権以外の知的財産権を実用化した製品・
サービスの売上総額／特許権以外の知的財産権の実施許諾
契約件数

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ
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評価指標による産学連携機能評価④（H２６年度・共通指標）

イノベーションの創出：技術移転（譲渡【単願のみ】）

指標 H25年度 H26年度

技術移転活動の有効性

① 特許権の譲渡権利数【単願のみ】
／特許出願件数【単願のみ】 ０．１１１ ０．０２６

② 外国企業に対する特許権の譲渡権利数【単願のみ】／特許出
願件数【単願のみ】 ０ ０

③ 特許権以外の知的財産権の譲渡権利数
／特許出願件数【単願のみ】 ０ ０

④ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権
の譲渡権利数／特許出願件数【単願のみ】 ０ ０

技術移転活動の効率性

① 特許権の譲渡契約収入【単願のみ】
／（産学連携部門の人件費＋特許関係経費） ０．００２ ０．００１

② 特許権の譲渡契約収入【単願のみ】
／特許出願件数【単願のみ】

１０１．３８９ ２．８４２

③ 外国企業に対する特許権の譲渡契約収入
／特許出願件数【単願のみ】 ０ ０

④ 特許権以外の知的財産権の譲渡契約収入
／特許出願件数【単願のみ】 ０ ０

⑤ 外国企業に対する特許権以外の知的財産権の譲渡契約収入
／特許出願件数【単願のみ】

０ ０

技術移転活動の
アウトカムへの繋がり

① 譲渡した特許権の実用化件数
／特許権の譲渡権利数【単願のみ】 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

② 譲渡した特許権を実用化した製品・サー
ビスの売上総額／特許権の譲渡権利数【単願のみ】

Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

③ 譲渡した特許権以外の知的財産権の実用化件数／特許権以
外の知的財産権の譲渡契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

④ 譲渡した特許権以外の知的財産権を実用化した製品・サービ
スの売上総額／特許権以外の知的財産権の譲渡契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ
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評価指標による産学連携機能評価⑤（H２６年度・共通指標）

イノベーションの創出：ベンチャー

指標 H25年度 H26年度

ベンチャーによる活動の
有効性

① 新たに立ち上げた企業への特許権の実施許諾・譲渡権利数
／特許出願件数 ０ ０

ベンチャーによる活動の
効率性

② 売上のある大学発ベンチャー現存数
／特許出願件数 ０．５０９ ０．１４５

ベンチャーによる活動の
アウトカムへの繋がり

③ 現存する大学発ベンチャーの売上額
／特許出願件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

イノベーションの創出：共同・受託研究

指標 H25年度 H26年度

共同・受託研究の有効性

① 高額な共同・受託研究契約件数
／共同・受託研究契約件数 ０．０５９ ０．１１６

② ３年以上の長期間にわたる共同・受託研究契約件数／共同・
受託研究契約件数 ０．００４ ０．０６０

③ 技術コンサルティング契約件数
／特許出願件数 ０．７８２ ０．７１０

共同・受託研究の効率性
④ 共同・受託研究契約額

／共同・受託研究契約件数 １５４４．５２３ ２８３９．６７２

共同・受託研究のアウト
カムへの繋がり

⑤ 共同・受託研究成果の実用化件数
／共同・受託研究契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

⑥ 共同・受託研究成果の実用化製品サービスの売上額／共同・
受託研究契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ
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大学等の産学連携活動の方針策定への貢献：研究力向上、教育・人材育成、地域経済活動への貢献

指標 H25年度 H26年度

産学連携活動から研究活動

へのフィードバックの状況
① 共同研究等による研究成果としての論文数／共同・受託研究契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

産学連携活動と教育活動の

関係の密接度
② 共同研究等の成果により学位を取得した人数／共同・受託研究契約件数 Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

地域における産学連携活動

の有効性

③ 同一地域企業に対する特許権の実施許諾・譲渡権利数／特許出願件数 ０．０５ ０．０１４

④ 同一地域の新たに立ち上げた企業に対する特許権の実施許諾・譲渡権利

数／特許出願件数
０ ０

⑤ 同一地域企業に対する特許権以外の知的財産権の実施許諾・譲渡契約件

数／特許出願件数
０ ０

地域における産学連携活動

の効率性

① 同一地域企業に対する特許権の実施許諾・譲渡契約収入／特許出願件数 １７．１８２ ０．７８３

② 同一地域企業に対する特許権以外の知的財産権の実施許諾・譲渡契約収

入／特許出願件数
０ ４．６９６

③ 売上のある大学発ベンチャーのうち同一地域における企業の現存数

／特許出願件数
０．４５５ ０．０５８

④ 同一地域企業との共同・受託研究契約額／共同・受託研究契約件数 ２６８．３０３ ４１９．７７６

地域における産学連携活動

のアウトカムへの繋がり

① 同一地域企業に対して実施許諾・譲渡した特許権の実用化件数／特許権の

実施許諾・譲渡権利数
Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

② 同一地域企業に対して実施許諾・譲渡した特許権を実用化した製品・サービ

スの売上総額／特許権の実施許諾・譲渡権利数
Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

③ 同一地域企業に対して実施許諾・譲渡した特許権以外の知的財産権の実用

化件数／特許権以外の知的財産権の実施許諾・譲渡契約件数
Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

④ 現存する大学発ベンチャーのうち同一地域における企業の売上額

／特許出願件数
Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

⑤ 同一地域企業との共同・受託研究成果の実用化件数

／共同・受託研究契約件数
Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

⑥ 同一地域企業との共同・受託研究成果の実用化製品サービスの売上額

／共同・受託研究契約件数
Ｎ／Ａ Ｎ／Ａ

評価指標による産学連携機能評価⑥（H２６年度・共通指標）



9

評価指標による産学連携機能評価⑦（H２６年度・独自指標）

観点 評価軸 評価項目 評価項目の詳細 対応する指標 指標の狙い

高
度
専
門
人
材
の
育
成

教
育
活
動
と
の
連
携

イノベーション
創出への貢献

発明の創出にどの程度学生
が貢献しているか。

発明者となった学生の
人数／発明者数

研究活動に学生が参加し、成果創出
への学生の寄与度合いを評価。

イノベーション
創出への貢献

発明の創出にどの程度学生
が貢献しているか。

発明への学生の寄与度
（0-100）／100

研究活動に学生が参加し、成果創出
への学生の寄与度合いを評価

制度改革の効果
本事業で取り組む制度改革
が共同研究・受託研究活動
に寄与しているか。

共同研究・受託研究件
数／秘密保持契約件数

秘密保持をマネジメントする仕組み
の整備が共同研究・受託研究活動に
つながったかを評価。

独自に設定した評価指標

発明者数に占める学生の割合 発明創出への学生の寄与度

２６％
（２５名／９８名）

３７．９／１００

独自指標の数値

学生の研究参加や秘密保持マネジメントに関する特徴的な事例を分析し、適切なマネジメント方法を開発する
（ケース・スタディ）

共同研究・受託研究件数と秘密保持契約件数の推移

受託・共同契約件数／受託研究契約件数

３３５件／５０件
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ケース・スタディ（学生の研究参加と秘密保持）

平成26年度に受け入れた受託研究・共同研究335件のうち、学生の研究参加について企業側から拒否するものは無
かった。一部の契約においては、「企業側が合意した場合に学生の研究参加を認める」という条件はあったものの、
当該学生に研究契約の内容を遵守させることが趣旨であり、研究参加そのものについて制限を課す意味ではなかっ
た。

学生の研究参加

（事例１）
秘密情報の開示を受ける可能性がある学生について、秘密保持に関する誓約書の提出を求められた。
（事例２）
学生が研究協力者として参加する場合は、研究担当者（教員）と同等の義務を課すよう求められた。
（事例３）
学生に秘密情報を開示する場合は、担当教員を通じて当該契約における自己の義務と同等の義務を学生に課すよ
う求められた。
（事例４）
学生に対して契約内容を順守させるとともに、学生の行為については大学が責任を持つよう求められた。

学生の研究参加に伴う秘密保持

学生の研究参加そのものについては、否定的に捉える企業は無かった。ただし、学生であっても研究に参加する以
上は一人の研究者として取扱い、契約内容を順守する義務を課すなど研究担当者（教員）と同等の義務を負わせる
ことを求めるという姿勢は、企業側では共通していた。この場合、大学所属の教員と異なり、学生と大学の間には雇
用関係がなく、学生は教育を受ける立場であることを説明すると、その内容は一定度理解された。しかしながら、雇用
関係の有無に関わらず秘密情報に触れる場合は誓約書等の手段で秘密保持を確保することが求められたり、学生
個人の責任ではなく大学組織としての責任を負うように求められるような事例がみられた。

まとめ
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まとめと今後の課題

①学生の研究参加に関する包括的な枠組みの整備
企業側から学生の研究参加時における秘密保持マネジメントを求められる事例が増加している。学生の教育を受け
る権利やキャリアパス上の制限を受けることがないように配慮しつつ、産学連携研究に安心して学生が参画できる枠
組みを整備する必要がある。
大学側としては、契約義務の履行や秘密保持に対する責任を学生個人の責任に帰すのではなく、組織的に学生の
行為についても責任を負いつつ、教員の負担や組織としてのリスクを最小限にする仕組みの開発が求められる。具
体的には大学の統一的な秘密保持マネジメントに関するポリシーの策定やそれらを実務的に運用するための秘密
保持契約や誓約書といったツールの開発である。これは他の大学・研究機関での事例も分析し、実態に即した仕組
みを検討する。
②大学における営業秘密管理
民間企業の間でも営業秘密の漏えいが不当競争防止法違反の事案として取り上げられるなど、営業秘密管理につ
いて社会的な関心が高まっている。大学においても産学連携研究を通じ、技術開発に関連して重要な営業秘密を扱
う可能性がある。これらの状況に学生の研究参加も想定し、大学における営業秘密管理のあり方を定める必要性が
高まっている。課題点の抽出と本学の体制に即した営業秘密管理のあり方を早急に検討する。

学生の研究参加に関する課題

共通指標による評価を分析すると、特許の実施許諾件数や金額が相対的に少なく、技術移転活動の有効性や効率
性の観点で改善が必要である。その原因としては、技術移転可能な単独発明が少ないことが考えられ、全体的な発
明発掘の強化（発明数の量的拡大）と、技術移転を想定した出願案件の精選（出願案件の質の向上）を図ることが今
後の課題である。2015年度はこの内容を受けて、発明発掘件数＊件、技術移転件数＊件を目標に設定し、知財活
動に取り組むこととした。
一方で、外国企業へのマテリアル提供などの事例が増加しており、特許以外の知財による活用事例が生じている。
これらの取り組みがベストプラクティスとなるよう、マーケティング手法の分析やノウハウの形式知化も進めていきた
い。

知財活動に関する課題


